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研究成果の概要（和文）：本研究では主に、TIMSS 2015の二次分析によって、日本の理科の教育到達度に学級規
模が及ぼす影響を検討し、また、どのような理科の問題が解きにくいのかについて検討した。
本研究の結果からそれぞれ以下のことが主に示された。１点目については、家庭の学習資源が少ない児童の場
合、学級規模が大きくなることの小学校第４学年理科到達度へのマイナスの効果が見られ、特に履修していない
項目群でこのことが見られた。
２点目については、平均的に、履修している項目群の方が解きやすく、生物領域における「人間の健康」の項目
群は「生き物の特徴と成長」、「生活環、生殖、遺伝」及び「生態系」の項目群より解きやすいことが示唆され
た。

研究成果の概要（英文）：We mainly investigated the effects of class size on pupils' science 
achievement in Japan and examined what kinds of achievement items were easy or difficult for pupils 
in Japan by the secondary analysis of TIMSS 2015.
With respect to the first point, the results showed that increasing class size had a negative effect
 on the achievement of the fourth-grade students having few home resources for learning. This effect
 was particularly observed when the items were not included in the curriculum.
Regarding the second point, the results showed that, on average, the items included in the 
curriculum were easier. The results also indicated that the items in the topic area of "Human 
health" were easier than those of "Characteristics and life processes of organisms," "Life cycles, 
reproduction, and heredity," and "Ecosystems" in the content domain of life science.

研究分野：教育評価，教育心理学

キーワード： 教育評価　教育学　学力論　学級規模
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「研究成果の概要」の１点目の研究では、学級規模の理科到達度への効果を、家庭の学習資源の多寡によって児
童を分け、各学校の重み因子の変数及び各学校が単学級かのダミー変数を操作変数として用いて分析した。
２点目の研究では、項目（調査問題）側の特性である識別力や困難度に関する閾値の分散を、履修状況やトピッ
クといった項目の属性で説明する項目反応モデルを構成して分析した。
このような分析上の工夫をした上で得られた結果は、こうしたことをしなかった場合の結果と比べても妥当であ
り、意義があるものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
国際的な学力調査の結果に対する主たる関心は、テスト得点の国別の順位にあることは報道
等からも明らかである。この情報以外に、日本では 2011 年３月に実施された国際教育到達度評
価学会（IEA）の国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）の 2011 年調査（TIMSS 2011）を例に挙
げれば、テスト得点の高低の要因を分析するために、学校や学級の環境等に関する様々な背景変
数に対する各回答状況の割合とそれに対応したテスト得点の平均値を国／地域別に集計した表
が国際報告書に掲載されている（e.g., Martin et al., 2012）。また、国内報告書（国立教育政
策研究所, 2013）においてもこうした集計表のうち幾つかが取り上げられている。ただし、こう
した個々の集計表では、このような背景変数のうちある１種類の回答状況とテスト得点の関係
のみが表され、背景変数がどのように関連してテスト得点に影響を及ぼすのかについては分か
りにくいのではないかという背景があった。 
 TIMSS の特徴の一つとして、小学校第４学年及び中学校第２学年における算数・数学及び理科
の教育到達度を国際的な尺度によって測定していることが挙げられる（例えば、国立教育政策研
究所, 2013）。したがって、個々の項目で問われた事項がその国／地域の調査実施学年までのカ
リキュラムに含まれているかどうかというカリキュラムの被覆状況（以下、履修状況、e.g., Foy 
et al., 2013）が TIMSS の結果に影響する要因であると考えることは妥当である。その一方で、
各国／地域における項目ごとの履修状況の分析結果は上述の国際報告書にはあるが付録の扱い
にとどまっており、過去の TIMSS の分析結果でも、履修状況が及ぼす国の順位の変動への影響は
小さい（Beaton, 1998）として重視されていない。しかしながら、筆者らによる近年の一連の
TIMSS 理科問題に関する研究（例えば、萩原・松原, 2014; 松原・萩原, 2014）によれば、TIMSS
理科の教育到達度へのカリキュラムの影響を示唆している。このように、TIMSS 理科の結果を分
析・解釈する際にはカリキュラムの要因を考慮すべきであるにもかかわらず、余り取り上げられ
ていないのではないかという背景もあった。 
 
２．研究の目的 
本研究では、国際的な学力調査である TIMSS 2015 の公開データの二次分析によって、１点目
として、日本の理科の教育到達度や態度に学級や学校及び家庭の環境はどのような影響を与え
ているのかについて検討する。具体的には、主に学級規模と家庭の学習資源について取り上げる。
２点目として、日本ではどのような理科の問題が解きにくい（あるいは解きやすい）のかについ
て、主にカリキュラムの要因と問題の内容や形式の要因から検討する。 
 
３．研究の方法 
 以下を見るに当たって、「研究の方法」と次の「研究成果」との間で、対応する研究には同じ
項番を付していることに留意されたい。 
(1) 教育到達度と態度との関連に関する予備的な分析（萩原, 2017 に基づく） 
まず、「研究の目的」の１点目に関連して、教育到達度と態度との間の関連の程度を検討する
予備的な分析を行った。具体的には、態度を測定する質問紙調査において、各質問項目の内容に
よらず、端の回答カテゴリを選択しやすいか中程の回答カテゴリを選択しやすいかという回答
傾向（例えば、田崎・申, 2017）の生徒の個人差を仮定し、態度そのものの個人差からこの回答
傾向の個人差を統計的に分離するモデルを多次元項目反応理論に基づいて構成した（cf. Falk 
& Cai, 2016）。そして、この回答傾向の個人差を分離したモデルにおける態度と教育到達度との
関連の程度と、これを分離しなかった（通常の）確認的な多次元項目反応モデルにおける態度と
教育到達度との関連の程度を比較した。日本の TIMSS 2015 中学校の公開データ（Foy, 2017）を
用い、生徒の数学や理科に価値を置く程度（Martin et al., 2016; 国立教育政策研究所, 2017）
を測定する項目群を態度の対象として上記のモデルを構成した。教育到達度と態度との間の相
関係数を推定する際には、両モデルを再分析し，教育到達度の値として用いられていた推算値の
分析で推奨されている方法（von Davier et al., 2009）を用いた。Mplus（Muthén & Muthén, 
1998-2017）の version 8 を用いて分析した。 
 
(2) 理科の教育到達度や理科に対する態度に及ぼす学級規模の効果について 
「研究の目的」の１点目に対応するものとして、以下の三つの分析を行った。いずれも、日本
の TIMSS 2015 小学校の公開データ（Foy, 2017）を用いた、理科の教育到達度（以下、理科到達
度）や理科に対する態度に及ぼす学級規模の効果についてである。 
 
① 学級規模が及ぼす小学校第４学年理科到達度への効果（萩原ら, 2018 に基づく） 
学級規模が及ぼす小学校第４学年理科到達度への効果を、家庭の学習資源（Martin et al., 
2016）の多寡によって三つの部分母集団に分けた上での分析により探索的に検討した。学年児童
数から算出される上限 40人で学級編制した場合の学級規模を操作変数として用いること（e.g., 
Angrist & Lavy, 1999）が当該公開データの性質上難しかったため、操作変数として、替わりに



各学校の重み因子の変数及び各学校が単学級かのダミー変数を用いた。共変量を含めたモデル
と含めないモデルを構成した。それぞれのモデルについて、学校 ID のクラスタリングと各児童
の標本の重み、部分母集団及び理科到達度の値として用いられていた推算値（e.g., von Davier 
et al., 2009）を考慮する方法で推定した。分析の際、操作変数の確認には Stata(StataCorp, 
2017)の version 15.1 を用い（以下の②及び③でも同様）、他の分析には Mplus（Muthén & Muthén, 
1998-2017）の version 8 を用いた。 
 
② カリキュラムの要因も加味した学級規模が及ぼす小学校第４学年理科への効果（萩原ら, 
2019 に基づく） 
①とほぼ同様の分析枠組みに、「研究開始当初の背景」でカリキュラムの要因として述べた履
修状況（Foy, 2017; 国立教育政策研究所, 2017）の違いも加味して検討した。具体的には、①
と同様に家庭の学習資源の多寡によって児童を三つの集団に分け、学級規模の小学校第４学年
理科への効果を多母集団モデルによって検討した。その際には、①と同じ変数を操作変数として
用いた。教科調査における項目群を算数・理科の教科別及び履修状況別に４因子に分けた確認的
な多次元項目反応モデルを構成し、因子ごとに各児童の推算値（e.g., von Davier et al., 2009）
を算出し、このうち理科について履修状況別に算出した推算値を従属変数として用いた。また、
①と同様に、共変量を含めたモデルと含めないモデルを構成した。それぞれのモデルについて、
学校 ID のクラスタリングと各児童の標本の重み、多母集団、及び推算値を考慮する方法で推定
した。分析には、Mplus（Muthén & Muthén, 1998-2017）の version 8.1 を用いた。 
 
③ 学級規模が及ぼす小学校第４学年の理科に対する態度への効果 
①及び②とほぼ同様の分析枠組みを用いて、学級規模の、小学校第４学年の理科に対する態度
への効果を、家庭の学習資源の多寡による多母集団の分析によって探索的に検討した。従属変数
となる理科に対する態度については、理科が好きな程度における尺度の得点と理科への自信の
程度における尺度の得点（Martin et al., 2016; 国立教育政策研究所, 2017）を用いた。①及
び②と同じ変数を操作変数として用い、共変量を含めたモデルと含めないモデルを同様に構成
した。それぞれのモデルについて、学校 ID のクラスタリングと各児童の標本の重み及び多母集
団を考慮する方法で推定した。分析には、Mplus（Muthén & Muthén, 1998-2017）の version 8.6
を用いた。 
 
(3) TIMSS 2015 の小学校第４学年理科の項目分析（萩原・松原, 2020 に基づく） 
「研究の目的」の２点目に対応するものとして、日本の TIMSS 2015 小学校理科の公開データ
（Foy, 2017）を用いた以下の分析を行った。調査対象者である児童側の理科到達度に係る特性
値が標準正規分布に従うとし、項目側の特性である閾値と識別力も２変量正規分布に従うとし
て扱う項目反応モデル（cf. Fox, 2010）を構成し、閾値と識別力の分散を履修状況や各項目の
内容及び形式等で説明したものである。具体的には、履修状況の変数と選択式か記述式を示す出
題形式についての変数（Foy, 2017; 国立教育政策研究所, 2017）、及び生物の内容領域では五
つ、物理・化学の内容領域では三つ、地学の内容領域では三つのうちどれに当てはまるかを示す
トピックについての変数と知識・応用・推論の３種類のうちどれに当てはまるかを示す認知的領
域についての変数（cf. Jones et al., 2013）を説明変数として項目ごとに設定した。配点が２
点の項目は１点以上を正答とした２値化を行った。分析には、Mplus（Muthén & Muthén，1998-
2017）の version 8.2 を用いてベイズ推定した。 
 
４．研究成果 
(1) 各質問項目の内容によらず、端の回答カテゴリを選択しやすいか中程の回答カテゴリを選
択しやすいかという生徒の回答傾向の個人差を態度そのものの個人差から分離するモデルの方
が、これを分離しないモデルよりも相対的に適合度が高かった。一方で、この回答傾向の個人差
を分離しないモデルでの態度と教育到達度との間の相関とこれを分離したモデルでの態度と教
育到達度との間の相関を比べると、数学についても理科についても後者の方が高かったものの、
その差はいずれも 0.02 程度と大きくは変わらないものであった。 
 
(2)① 操作変数として用いた変数は弱相関でないことが確認され、共変量ありのモデルとなし
のモデルのいずれについてもモデルの適合度はおおむね良かった。また、どちらのモデルの推定
結果でも、各部分母集団における学級規模の係数の推定値は、Holm 法による多重検定の調整後、
家庭の学習資源が少ない児童について負に有意であった。 
この結果は、本研究で用いた操作変数を通じた学級規模増の小学校第４学年理科到達度への
平均的な効果が、特に家庭の学習資源が少ない児童にとってはマイナスであることを示唆する
ものである。 
 
(2)② ①と同様に、操作変数として用いた変数は弱相関でないことが確認され、共変量ありのモ
デルとなしのモデルのいずれについてもモデルの適合度はおおむね良かった。また、履修してい
る項目群の因子を対象とした場合は、Holm 法による多重検定の調整後、家庭の学習資源の多寡



による学級規模増の効果の群間差は見られなかった。その一方で、履修していない項目群の因子
を対象とした場合は、①と同様に、家庭の学習資源が少ない児童について負に有意であった。 
この結果は、本研究で用いた操作変数を通じた学級規模増の小学校第４学年理科への平均的
な効果は、特に履修していない項目群を対象とした場合に、家庭の学習資源が少ない児童にとっ
てはマイナスであることを示唆するものである。 
①及び②の結果は、家庭の学習資源が少ない小学校第４学年の児童にとって、学級規模が大き
くなることが理科到達度にマイナスに影響し、特に履修していない項目群を対象にした場合に
このことが見られるということを示すものである。このことから、授業でカリキュラムの内容を
学習する以外に児童が理科にアクセスできる機会が少ないことが想定される場合、そのマイナ
スの影響は、大規模学級に在籍する家庭の学習資源が少ない児童に特に見られやすいというこ
とが考えられる。ただし、別のデータセットで同様の結果が得られるかについては検証される必
要があるだろう。 
 
(2)③ ①及び②と同様に、操作変数が弱相関でないことは確認され、いずれの従属変数の場合で
も、どちらのモデルの適合度もおおむね良かった。ただし、いずれのモデルにおいても、各母集
団における学級規模の従属変数への係数の推定値やこの推定値の集団間の差は有意ではなかっ
た。 
この結果からは、本研究で用いた操作変数を通じた学級規模増減の、小学校第４学年の児童に
おける理科が好きな程度や理科への自信の程度への平均的な効果は、学習資源の多寡によって
分けられたいずれの集団においても見られるということは言えず、また、学習資源の多寡による
集団間でその効果に違いが見られるということも言えないことが示唆された。 
 
(3) トピックについては各内容領域（物理・化学、生物、地学）内で比較した結果を示す。まず、
閾値について、生物領域の「生き物の特徴と成長」、「生活環、生殖、遺伝」及び「生態系」のト
ピックと「人間の健康」のトピックとの差がゼロではないと判断された。また、履修状況の違い
による差がゼロではないと判断された。加えて、識別力については、物理・化学領域の「力と運
動」のトピックと「様々なエネルギーとエネルギー変換」のトピックとの差がゼロではないと判
断された。 
この結果から、平均的に、履修している項目群の方が解きやすく、生物領域において、「人間
の健康」のトピックに含まれる項目群は、「生き物の特徴と成長」、「生活環、生殖、遺伝」ある
いは「生態系」のトピックに含まれる項目群より解きやすいことが示唆された。また、物理・化
学領域において、「力と運動」のトピックに含まれる項目群は、「様々なエネルギーとエネルギー
変換」に含まれる項目群より識別力が高いことが示唆された。 
この結果のうち、履修している項目群の方が解きやすいことが TIMSS 2011 の中学校理科の公
開問題の分析で示され（萩原・松原, 2016）、日本の小学校理科における「人間の健康」の項目
群の通過率が国際平均に比べて高いことが TIMSS 2011 のカリキュラムに関する質問調査を含め
た分析で示されている（Matsubara et al., 2016）。このように、データセットや分析方法が異
なっても再現された結果からの証拠はより強固であると言えよう。 
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